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☆ 今月も笑顔（スマイル）でスタート 
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皆さん、明けましておめでとうございます！本年も弊社及び弊誌を宜しくお願い申し上げます！ 

 

中国では、昨年の 12 月 31 日から 2 日までお休みですが、日本の正月三が日にあわせて、今日 4 日を本誌の配信

日としました。例年だと、“みなさま、この 3 連休はいかがでしたでしょうか？”という書き出しで、弊誌の 1 月号はスタート

するのですが、今年は“もうコロナにかかりましたか？”と尋ねた方が良いぐらいに、コロナと戦う年末年始となってしまい

ました。3年間近く続いたゼロ・コロナが、急遽一転して、あたかも速攻で集団免疫形成をめざしているかのような、この方

向転換はすごいですね。巷では上海の感染ピークはこれからだという話もあります。駐在員のみなさん、細心の注意を

払い、何とかこのコロナを乗り切っていきましょう！ 

中国の PCR 検査試薬企業が高収益を記録したことについて、中国国内のネットや SNS で話題となっています。鳳凰

網の統計によれば、中国の PCR 検査業務に関わる上場企業 15 社の 2022 年の第 3 四半期の平均粗利率は 59.6%だ

ったとのことです。特に上位の検査試薬会社は粗利率 80%を超えているところもあります。これは中国の高級嗜好品の白

酒の大手「茅台酒」（前年粗利益率 91.5%）に迫る数字です。ですから、「PCR検査試薬企業の粗利益は、茅台酒に匹敵

する」というのが、昨年 12月 6日の中国のネット上でトレンド入りしました。そして人民日報では、昨年 11月 29日、「PCR

検査の混乱が止まらなければ、感染は永遠に終息しない」という論説を発表しました。その中で、PCR 検査のあからさま

な改ざんは、防疫の抵抗と困難を増大させただけでなく、PCR検査に対する国民の信頼を著しく低下させた、と論じてい

ます。一方では、「大白（ダーバイ）」と呼ばれる白い防護服に身を包んだ感染防止要員が、職を失い、給料の未払いが

発生するケースもあり、感染防止要員がデモを行う様子などが SNS上に投稿されていました。 

 このような中、昨年 12 月 26 日に、中国国家衛生健康委員会と国務院合同防疫機構などの防疫当局が、2023 年 1 月

8日から新型コロナに適用してきた「甲」類感染症の防疫措置を解除することを発表しました。すなわち現在、海外からの

入国者に求められている、“5 日間の施設隔離と 3 日間の自宅隔離”の計 8 日間隔離がなくなることになりました！これ

は、駐在員にとっては、一歩前進と言えるでしょう！ 

ということで、今年一年も弊誌スマイルと宜しくお付き合いください！ 

 

では今月も笑顔（スマイル）でスタートしましょう！ 

 

 

 

本年も宜しくお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 



中国経済情報  

 

 

中国１１月の輸出は８.７％減 輸入も大幅マイナス 

中国税関総署が 2022年 12月 7日に発表した貿易統計によると、2022年 11月の輸出は前年同月比 8.7％減の 2,961

億ドル（約 41 兆円）となった。当局の厳格な新型コロナウイルス対策で貿易業務が停滞した影響により 2 カ月連続で前

年実績を下回った。下落率は前月の 0.3％減から大幅に悪化した。 

 輸入は 10.6％減の 2263 億ドルとさらに落ち込んだ。内需不足を反映したとみられる。輸出入を合わせた総額は 9.5％

減となった。 

政府はコロナ対策による各地の移動制限と封鎖措置を緩和させ、生産と物流網の正常化を図っているが、回復には時

間がかかりそうだ。  

詳細について、下表をご覧ください。 

 

 

マクロ経済情報 



 

ＰＰＩ、11 月は 2カ月連続の低下 ＣＰＩは伸び鈍化 

2022 年 12 月 9 日、中国国家統計局が発表した 2022年 11 月の生産者物 価指数（ＰＰＩ）は前年比 1.3％低下した。 

内需の弱さとコモディティー（商品）価格の下落を背景に 2カ月連続のマイナスとなった。 

低下幅は前月と変わらずだった。ロイターがまとめた市場予想の 1.4％よりも小幅だった。 

2022 年 11月の消費者物価指数（ＣＰＩ）は前年比 1.6％上昇し、伸び率は前月の 2.1％から鈍化し、8カ月ぶりの低い伸

びとなった。ただし市場予想とは一致した。 

 ピンポイント・アセット・マネジメントのチーフエコノミスト、Zhiwei Zhang 氏は「これらのデータは経済の勢いが（引き続き）

弱まっていることを示している」と指摘した。 

 2022年 12月 6日に開かれた共産党政治局会議では、2023年に政府が成長の安定化や内需促進、対外開放に注力

することが強調された。 

政府はここ１週間コロナ対策の規制を緩和しているが、経済活性化に向けさらなる対策を講じると Zhang氏は述べた。 

「政治局会議では、経済にとっての大きな課題として、信用力の弱さが指摘された」とし、「政府が市場や家計の信頼を

高めるために、引き続き努力することを期待している。再開のペースの速さは政府の危機感を示している」と述べた。 

新型コロナウイルス感染拡大や不動産セクターの低迷、消費者心理悪化が中国経済を圧迫している。中国人民銀行

（中央銀行）は、来年の消費者物価の伸びは緩やかになるとの見通しを示している。 

新型コロナ感染者が記録的な数となり、それに伴い生産活動が中断して移動制限が導入される中、11 月のＰＰＩは低下

し、ＣＰＩの伸びは鈍化した。中国の経済成長は今年に入り低迷している。世界需要も揺らぐ中、厳格なコロナ対策が大

きな影響を及ぼしている。 

11月の輸出入は過去 2年半で最も縮小し、予想を下回った。インフレ抑制に向けた各国中銀の積極的な金融措置を背

景に世界貿易が急速に冷え込む中、エコノミストは一段の輸出落ち込みを予想している。 

中国は、社会・経済活動への影響軽減に向けてコロナ規制を修正した。アナリストや市場関係者は、こうした動きが消費

を押し上げるものと期待している。 

 

詳細については、下表をご覧ください 

 
 



 

 

 

 



 



会計・税務情報 

 

 

 

そろそろ春節前の賞与を計上する時期かもしてません。そこで今月は、年一回の賞与に対する個人所得税の優遇政

策について説明します。 

納税者が雇用単位から得る年一回の賞与の個人所得税の計算方法には、分離課税方式と合算課税方式があります

が、分離課税方式とは、年一回の賞与に対して支払うべき個人所得税を、給与所得と別々に計算します。合算方式は、

年一回の賞与を包括所得に算入し、包括所得と合わせて納付すべき税額を計算します。 

「財政部 税務総局の年一回の賞与などの個人所得税優遇政策の実施の継続に関する財政部と国家税務総局の公

告」（財政部税務総局公告 2021 年第 42 号）の規定、および「財政部 税務総局の個人所得税改正後の関連優遇政策

に関する問題通知」（財税[2018]第 164 号）の規定によれば、年 1 回の賞与の分離課税優遇政策の実施期間が、2023

年 12 月 31 日まで延長されています。従って、 2022 年の従業員が取得する年末賞与（春節前の賞与）は、引き続き分

離課税方式を選択できることになります。 

「個人所得税法改正後の関連優遇政策の収斂に関する問題通知」（財税[2018]164 号）によると、分離課税方式の計

算方法は、年一回の賞与額を 12 か月で割って算出した額を、月換算後の総合所得税率表から、適用税率と即時控除

を決定し、税額を計算します。つまり年一回の賞与の税金を単独で別途計算することになります。 

例として、年一回の賞与額を 80,000 元とした場合、分離課税の計算方法では、80,000÷12=6,666.67 となり、6,666.67

における適用税率は 10%、速算控除額は 210元ですので、納税額は 80,000×10%-210=7,790 元、となります。 

一方、合算方式では、得られた年間の賞与収入は、総合所得に算入されます。.従業員が得る年間の賞与は、実質

的に賃金および給与所得となります。そして賃金・給与所得が総合所得に算入される場合は、その全額が綜合所得とし

て課税所得となります。なお総合所得には、賃金・給与収入のほか、労務報酬収入、著作者報酬収入、印税収入などが

含まれます。 

総合所得の年間課税所得は、年収－60,000－「三保険＋住宅積立金」等の特別控除－「子供の教育」等の特別加算控

除－その他法律で認められた控除、で計算されます。 

そして综合所得の年間課税所得の税额は、综合所得の年間課税所得額×適用税率―速算控除額、で計算されます。 

 

人事労務情報 

 

国弁発明電〔2022〕16号 

 

   国務院の 202３年の祝祭日、すなわち 2023年の元旦、春節、清明節、労働節、端午節、中秋節、国慶節の休暇と代 

休の具体的な手配の通知が発表されました。以下の通りです。 

1. 元旦： 2022 年 12 月 31 日～2023年１月 2 日を休暇とし、計 3 日間とする。 

2. 春節： 1月 21日～27日を休暇と代休とし、合計 7日間である。1月 28日(土曜)、1月 29日(日曜)を出勤日とする。 

3. 清明節： 4月 5 日を休暇とし、計１日とする。 

4. 労働節： 4 月 29 日～5月 3日を休暇と代休とし、計 5 日間とする。4 月 23日(日曜)、5月 6 日(土曜)を出勤日とす 

る。 

5. 端午節： 6月 22 日～24日を休暇と代休とし、計 3日である。6月 25 日（日曜）出勤とする。 

6. 中秋節、 国慶節： 9月 29 日～10月 6日を休暇と代休とし、計 8 日間である。10 月 7日（土曜）、10月 8日（日曜）

を出勤日とする。 

  

 

 

 

 

 
 

年一回の賞与に対する個人所得税について 
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(お問い合わせ先) 

上海満意多企業管理諮詢有限公司 

〒200336  上海市長寧区 延安西路 2201 号  

上海国際貿易中心 2415 室 

TEL: +86-21-6407-0228   FAX :+86-21-6407-0185 

E-mail: info@shmydo.com  URL: http://shmydo.jp 

 

  

国務院弁公庁から 2023年の祝祭日に関する通知 
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